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2015年 3月期第２四半期（累計）連結業績の概要と 

通期連結業績予想について 

 

□ 第２四半期累計業績の概要  

― 対前年同期増収、営業・経常増益 ― 

2015年 3月期第２四半期累計の売上高は、対前年同期で、為替による 51億円の増収影響もあり、87億

円（4.4%）増加の 2,064 億円となりました。セグメント別には、電子部品事業が減収となったものの、 

楽器事業、音響機器事業およびその他の事業は増収となりました。 

 営業利益は対前年同期で 14億円（10.3%）増加の 151億円、経常利益は 16億円（11.8%）増加の 151億

円といずれも増益でしたが、四半期純利益は、前年に投資有価証券売却益などの計上があったことから 

17億円（13.7%）減少の 108億円となりました。 

 

＜事業セグメント別の売上高・営業損益の状況＞  （ ）内は原則として前年同期比増減率 

・楽器事業 売上高 1,361億円（前年同期比 7.2%増） 営業利益 141億円（前年同期比 47.8%増） 

ピアノは、消費増税による影響などにより国内での販売が低調でしたが、北米および中国で売上げを 

伸ばし、全体で増収となりました。電子楽器は、デジタルピアノが好調に推移したほか、10 年ぶりに 

新製品を発売したエレクトーンが売上げを伸ばしました。管楽器は、北米での販売が好調でした。音楽 

教室は、生徒募集での苦戦が継続しました。 

セグメント全体の売上高は、前年同期に比べ、92億円（7.2%）増加の 1,361億円となりました。 

営業利益は、46億円（47.8%）増加の 141億円でした。 

・音響機器事業 売上高 508億円（前年同期比 4.2%増） 営業利益 20億円（前年同期比 25.3%減） 

   オーディオ機器は、全地域で販売が低迷しました。PA機器は、新製品の導入により欧州で堅調に推移

し増収となり、ICT（Information and Communication Technology）機器も売上げを伸ばしました。一方、

業務用通信カラオケ機器は減収となりました。 

セグメント全体の売上高は、前年同期に比べ、20 億円（4.2%）増加の 508 億円となりました。 

営業利益は、7億円（25.3%）減少の 20億円でした。 

・電子部品事業 売上高 75億円（前年同期比 25.9%減） 営業損失 9億円（前年同期 12億円の営業利益） 

半導体は、事業環境の厳しさが増し、主にスマートフォン向けの地磁気センサー（電子コンパス） 

および音声処理用のコーデックの販売が振るわず、減収となりました。 

セグメント全体の売上高は、前年同期に比べ、26億円（25.9%）減少の 75億円となりました。 

減収に伴い営業損失は、9億円（前年同期は 12億円の営業利益）となりました。 
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・その他の事業 売上高 120億円（前年同期比 1.3%増） 営業損失 1億円（前年同期 3億円の営業利益） 

  自動車用内装部品は、若干の減収となりました。FA機器は、受注が回復傾向にあり、増収となりまし 

 た。ゴルフ用品は、新製品の販売が好調に推移し、売上げを伸ばしました。リゾート事業は、減収とな

りました。 

セグメント全体の売上高は、前年同期に比べ、2億円（1.3%）増加の 120億円となりました。 

営業損失は、1億円（前年同期は 3億円の営業利益）でした。 

 

 

□ 2015年 3月期通期連結業績予想について   

― 売上高、営業利益、経常利益は据え置き、当期純利益を下方修正 ―  

2015年 3月期通期連結業績予想は、7月 31日公表時には、売上高 4,300億円（前期比 4.8%増）、営業利 

益 290億円（前期比 11.6%増）、経常利益 280億円（前期比 7.1%増）、当期純利益 210億円（前期比 8.3% 

減）としておりました。 

今回の業績予想では、売上高、営業利益、経常利益を据え置きといたします。一方、半導体生産子会社 

の譲渡に関する基本合意の締結に伴い見込まれる18億円の構造改革費用を特別損失として織り込んだこと

等により、当期純利益は 190億円（前期比 17.0%減）に下方修正いたします。 

 尚、本予想における第３四半期以降の想定為替レートは、対 USドル 105円（前回予想時 100円）、対ユ

ーロ 135円（前回予想から変更なし）としております。 

  

 

注）文章中の売上高、損益の数値は、原則として億円未満四捨五入で記載しております。 

 

 

以上 

 

 




